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高速道路資産の長期保全及び更新のあり方に関する技術検討委員会 

中間とりまとめ（要旨） 

 

 
１ 高速道路の現状と課題  

 

高速道路の現状 

高速道路３会社が管理する高速道路の平成２３年度末の供用延長は、約８，７００ｋｍであり、

そのうち開通後３０年以上経過した延長が約４割（約３，２００ｋｍ）を占めている。 

 

高速道路の課題 

 １．経過年数の増加 ～高速道路資産の経年劣化の進行～ 

平成２３年度末には、供用後

３０年以上の供用延長が約４

割となり、償還期間が満了する

平成６２年には、供用後５０年

以上の供用延長が約８割とな

る。供用後３０年経過している

橋梁は４割、トンネルは２割を

占め、経年劣化のリスクが増大

することが想定される。 

 ２．使用環境の変化 ～車両の大型化並びに大型車交通の増加～ 

  高速道路ネットワークの拡充に伴い大型車交通が増加するとともに、平成５年の車両制限令の

規制緩和により車両の総重量が増加する傾向も見られ、高速道路の使用環境が更に厳しいものと

なっている。 

 ３．維持管理上の問題  

～積雪寒冷地の供用延長の増加～ 

高速道路の供用路線延伸や平成５年頃にス

パイクタイヤが廃止された影響により、凍結防

止剤（塩化ナトリウム）の使用量が増加してお

り、構造物の変状要因となっている。 

 

 

 ４．外的環境の変化 ～異常降雨の多発等～ 

降雨では１時間当たり５０ｍｍ以上の年間発生回数が増加しており、近年、ゲリラ豪雨に代表

する異常降雨等に起因する災害発生リスクが増加している。 

 ５．変状リスク ～地盤材料の風化・劣化、設計・施工基準の変遷、 

明確なかたちで考慮しなかった変状リスク～ 

設計、施工基準の変遷に追随していない旧基準による構造や、建設当時には明確なかたちで考

慮しなかった、ＰＣ鋼材の変状、のり面グラウンドアンカーの変状、トンネル内空の変状などの

変状リスクが顕在化してきている。 

 

Ｈ5 頃スパイクタイヤが廃止 

高速道路の経過年数の推移 

凍結防止剤使用量の推移 
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長
期
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全
及
び
更
新
の
あ
り
方

ハード

対策

ソフト

対策

大規模

更新

点検の目的は、構造物の性能と健全度を評価する情報

を取得すること、及び第三者被害を未然に防止し安全を

確保することであることを明確化。

※道路資産本体の長期健全性確保の為の方策を委員会において検討

（本委員会における主体的な検討内容）

橋梁・土構造物・トンネルの道路資産本体について、永続的にあるべき性能

を確保するために必要な持続可能で的確な対策の検討を実施する。

・構造物の変状実態の分析により、劣化要因別に対策内容を検討。

・「大規模更新・修繕」の必要性について予防保全及び機能強化の観点も

考慮に入れ技術的見地から検討。大規模

修繕

*【健全度】 ： 構造物の性能に対する現状での性能の度合 *【性 能】 ： 目的に応じて構造物（部材）が発揮する能力

○点検～補修サイクルの再構築

点検～判定・評価～修繕等計画～工事～記録の一連サイクルがエンジニアによって的確に実施される仕組み及びこの一連の

状態を正確に把握できるデータベースの再構築

○点検や補修及び第三者被害防止対策の確実性及び安全性を確保する設計思想の導入

①点検技術者の品質向上

（技術力向上、教育、技術伝承、点検者の資格等のあり方）

②精度向上と効率化の推進
（機械化、自動化、非破壊試験など）

点検目的の明確化

点検実施基準の再設定

点検の信頼性向上

構造物種別や経過年数及びリスクに応じたきめ細やか

でメリハリのある点検頻度の再設定

フェールセーフ等の対策の推進

経過更新概念の導入
第三者被害防止

点検の

あり方

２ 高速道路資産の長期保全及び更新の基本的な考え方  
 

検討の範囲 

高速道路の長期健全性を確保するためには、持続可能で的確な維持管理・更新を行うことが必

要であり、橋梁、土構造物及びトンネルの構造物本体の長期保全及び更新のあり方について予防

保全並びに機能強化

の観点も考慮に入れ、

技術的見地から基本

的な方策を検討する

ものである。 

なお、検討にあた

っては、永続的に構

造物の健全性を確保

するために、取り組

むべき短期的な対策

及び長期的な対策に

ついて検討の対象と

する。 

 

 

 

大規模更新と大規模修繕の定義 

 大規模更新、大規模修繕は、下表のとおり定義する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 大規模更新・大規模修繕の検討  
 

検討の着目点 

高速道路の検討の着目点として構造物の変状発生要因と考えられる事象について下記に示す。 

   ①経過年数の増大      ②使用環境の影響／変化   ③維持管理上の問題 

   ④外的環境の変化      ⑤地盤材料の風化・劣化に伴う変状リスク 

   ⑥設計／施工基準類の変遷  ⑦明確なかたちでは考慮しなかった変状リスク 

定　義 目標性能

【橋梁】 【土構造物】 【トンネル】

・上部工架替え ・グラウンドアンカーの再施工 ・インバートの新設

・床版取替え

　（RC床版⇒ﾌﾟﾚｷｬｽﾄPC床版）

【橋梁】 【土構造物】 【トンネル】

・SFRC（鋼床版補強） ・水抜きボーリング ・覆工補強炭素繊維シート

・外ケーブル補強 ・砕石たて排水工 ・覆工補強ロックボルト

・高性能床版防水 ・ふとんかご

・脱塩、電気防食 ・用排水工改良

・表面被覆 ・本線防護対策

・増桁　、床版増厚

【橋梁】 【土構造物】 【トンネル】

・断面修復 ・のり面防護工 ・背面空洞注入

・床版部分打換え ・付属物補修、取替

・塗替塗装 ・漏水防止樋

・はく落防止シート ・はく落防止シート

・付属物補修、取替え

補修事例

通
常
修
繕

■損傷した構造物の性能・機能を保持、
回復を図るもの。

健全性を建設当初の
水準まで回復させる。

大
規
模
更
新

■補修を実施しても長期的には機能が保
てない構造物を再施工することにより、構
造物の機能維持と性能強化を図るもの。
また、通行止めや規制などにより社会的
影響が長期間に及ぶもの。

最新の技術で現在の
新設構造物の性能の
水準と同等またはそれ
以上。

大
規
模
修
繕

■損傷した構造物の一部を補修・補強す
ることにより、性能・機能を回復すると共
に、新たな損傷の発生を抑制し構造物の
長寿命化を図るもの。

最新の技術で建設当
初の水準を超える性能
を確保。



 

大規模更新・大規模修繕の検討内容  ※橋梁 鉄筋コンクリート床版の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

劣化要因“無”の健全度の供用年数別平均値

劣化要因“有”の健全度の供用年数別平均値
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Ⅰ

変状分析 

必要要件の整理 

○疲労、塩害、アルカリシリカ反応の各要

因及びその組合せ別に健全度を分析 

○「内在塩分＋飛来塩分」の影響がある場

合、95％以上の床版で健全度がⅢ・Ⅳ・Ⅴ

と極めて悪化 

○劣化要因の無い橋梁についても、永続的に健全性を維持するこ

とは難しい 

劣化要因に対する健全度分布 

供用年数別の健全度の推移と予測 

劣無：劣化要因無

凍結：凍結防止剤の影響

軸数：累積10ｔ換算軸数

3000万軸以上の影響（疲労）

内在：内在塩分の影響

ＡＳ：ｱﾙｶﾘｼﾘｶ反応の影響

飛来：飛来塩分の影響

≪劣化の要因≫
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健
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かつ

飛来塩分

の影響の有無

・凍結防止剤の影響の有無

・大型車交通の影響の有無

・内在塩分の影響の有無

・アルカリシリカ反応の影響の有無

・飛来塩分の影響の有無

無

有
大規模更新

床版取替

健全度

大規模更新
床版取替

大規模修繕
高性能床版防水

増厚

Ⅲ～Ⅴ

有
（いづれか

１つに該当）
Ⅰ・Ⅱ

大規模更新
床版取替又は

大規模修繕
高性能床版防水

大規模更新
床版取替又は

永続的な使用を考

えた場合、必要と

想定される対策

無（いずれにも該当しない）

点検・調査等

高性能床版防水
未施工

施工済



４ 大規模更新・大規模修繕の必要要件とりまとめ  

大規模更新・大規模修繕の必要要件を下記のとおり整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 今後の予定  

大規模更新・大規模修繕における各種対策の優先順位や実施時期の検討を行い、社会的な影響

などの課題を整理したうえで、最終的な提言について本年秋を目標に取りまとめるものとする。 

 【今後の主な検討項目】  

  ○対策の優先順位と対策時期の検討 

  ○更新実施における課題の整理 

  ○提言の取りまとめ 

鉄筋コンク
リート床版
（ＲＣ床版）

・内在塩分の影響を受けかつ飛
来塩分の影響を受けるＲＣ床版
・上記以外に劣化要因（塩害また
は交通量の影響等）を受けるＲＣ
床版のうち、健全度がⅢ～Ⅴの
もの

・劣化要因（塩害または交通量の
影響等）を受けるＲＣ床版のうち、
健全度がⅠ～Ⅱのもの
・劣化要因には該当しないが、建
設時点で高性能床版防水工を施
工していないＲＣ床版

同左

ＰＣ床版 －
建設時点で高性能床版防水工を
施工した床版を除く、ＰＣ床版

－

鋼床版 －
大型車交通の影響（累積10ｔ換算
軸数　3000万軸以上）を受ける鋼
床版

－

鉄筋コンク
リート桁
（ＲＣ桁）

内在塩分の影響を受けるＲＣ桁
左記を除く塩害の影響等を受け
るＲＣ桁

－

ＰＣ桁 －
塩害の影響等を受けるＰＣ桁
（PC鋼材の劣化対応は、今後検
討）

－

鋼桁 －
大型車交通の影響（累積10ｔ換算
軸数　3000万軸以上）を受ける鋼
桁

－

盛土 －

粘性土・まさ土・山砂・泥岩・しら
すの何れかを用いた盛土で盛土
段数３段以上または補修履歴、
盛土内水位のある盛土

－

切土
1991（H3）以前に施工された全て
の旧タイプアンカー

－
1992（H4）以降に施工された全
ての新タイプアンカー

盛土・切土
共通

－
小断面（0.3m・0.3m未満）排水溝
及び３段以上ののり面上の集水
ます、縦排水溝

－

自然
斜面

自然斜面 － 危険渓流（現状把握箇所） －

トンネル
本体工

・盤ぶくれによる路面又は覆工の
変状がある区間及びその隣接区
間
・上記以外の強度低下が想定さ
れる地質区間で覆工健全度がⅢ
-1～Vの区間

－
左記以外の強度低下が予想さ
れる地質区間で覆工健全度が
Ⅰ～Ⅱの区間

トンネル
覆工

－
強度低下が想定される地質区間
で覆工健全度がⅢ-1～Ⅴの区間

－

区
分

項目

必要要件

大規模更新 大規模修繕
今後の検討により大規模修繕
等に替わり大規模更新が必要

となる可能性のあるもの

ト
ン
ネ
ル

ト
ン
ネ
ル
本
体

橋
梁

床版

桁

土
構
造
物

盛
土
・
切
土



東日本高速道路㈱ 

中日本高速道路㈱ 

西日本高速道路㈱ 

≪参考≫ 

 

大規模更新・大規模修繕に要する概算費用 

 

内  容 概算費用 

大規模更新が必要なもの 2.0 兆円

大規模修繕が必要なもの 3.4 兆円

合 計 5.4 兆円

※舗装､道路付属物､施設設備等については検討の対象外 

 

 

概算費用は､現在の損傷等を分析し､一定の知見に基づき検討したものであ

り､劣化メカニズムが現時点で明らかになっていないものなどについては含

んでいない。 

また､｢大規模修繕が必要なもの」には、今後の検討により､大規模修繕から

大規模更新へ替わる可能性のあるものなどが含まれており、それら全てが大

規模更新となった場合は、上記に加え５.２兆円の追加費用が必要となる。 

この為､今後も引き続き検討を継続するものとする。 
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